
別紙１

1.　継続事業の前提に関する注記

2.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

3.　重要な会計方針の変更

4.　法人で採用する退職給付制度

5.　法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

計算書類に対する注記  （社会福祉法人　北海長正会）

該当なし

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業

・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

　　　　「地域移行支援」
　　　　「計画相談支援」
　　　　「障害児支援利用援助」
　　　　「市町村地域生活支援」

　　　　「生活介護」
        「自立訓練」
　　　　「入所支援」
　　　　「短期入所」
　　ウ　北広島リハビリセンター療護部拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「生活介護」
        「入所支援」
　　　　「短期入所」
    エ　障がい者生活支援センターみらい拠点区分(社会福祉事業)

(1)法人全体の計算書類(第1号の1様式、第2号の1様式、第3号の1様式)
(2)事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式)
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)
(4)公益事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)
(5)収益事業における拠点区分別内訳表…当法人では収益事業を実施していないため、作成していない。
(6)各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　ア　法人本部拠点区分(社会福祉事業)
    　　「法人本部}
    イ　北広島リハビリセンター更生部拠点区分(社会福祉事業)



6.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

　　　　「障害児支援利用援助」
　　　　「継続障害児利用援助」

建物 1,159,604,148 0 118,568,135 1,041,036,013
土地 229,249,000 0 0 229,249,000

定期預金 0 0 0 0
合計 1,388,853,148 0 118,568,135 1,270,285,013

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　　オ　障がい福祉サービス事業所みなみ拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「生活介護」
　　　　「自立訓練」
　　　　「市町村地域生活支援」
　　カ　障がい児通所支援事業所みなみ拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「児童発達支援」
　　　　「放課後等デイ」
　　　　「地域交流事業」
　　キ　障がい相談支援事業所みなみ拠点区分
　　　　「地域移行支援」
　　　　「地域定着支援」
　　　　「計画相談支援」

    ク　北広島リハビリセンター特養部四恩園拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「介護老人福祉施設」
        「短期入所生活介護」
　  ケ　北広島デイサービスセンター四恩園拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「通所介護」
　　コ　デイホームさとみ拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「認知症対応型通所介護」
　　サ　デイホームかたる拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「通所介護」
　　　　「地域交流事業」
　　シ　北広島ホームヘルプサービスステーション四恩園拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「訪問介護」
　　　　「居宅介護」
　　　　「重度訪問介護」
　　　　「市町村地域生活支援」
　　ス　北広島複合型サービス四恩園拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「複合型サービス」
　　セ　北広島グループホーム四恩園拠点区分(社会福祉事業)
　　　　「認知症対応型共同生活介護」

　　　　「介護予防事業」
　　テ　サービス付き高齢者向け住宅しおん拠点区分(公益事業)
　　　　「サービス付き高齢者向け住宅」
　　ト　介護職員初任者研修拠点区分(公益事業)
　　　　「介護職員初任者研修」

　　ソ　北広島リハビリセンター診療部拠点区分(公益事業)
        「付属診療所」
　　タ　北広島居宅介護支援事業所四恩園拠点区分(公益事業)
　　　　「居宅介護支援」
　　　　「地域交流事業」
    チ　北広島訪問看護ステーション四恩園拠点区分(公益事業)
　　　　「訪問看護」
　　ツ　北広島市みなみ高齢者支援センター拠点区分(公益事業)
　　　　「地域包括支援センター」



7.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

8.　担保に供している資産

9.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

有形リース資産 23,200,298 15,254,553 7,945,745
無形リース資産 12,552,329 9,677,869 2,874,460

合計 3,575,033,105 2,004,954,267 1,570,078,838

車輌運搬具 76,997,050 70,447,462 6,549,588
器具及び備品 191,638,670 174,230,702 17,407,968
ソフトウェア 9,480,201 8,243,888 1,236,313

建物 560,977,650 76,350,518 484,627,132
構築物 7,317,497 6,445,584 871,913
機械及び装置 48,242,782 40,713,076 7,529,706

・設備資金借入金(一年以内返済予定額を含む)  　　　　　　  182,080,000円

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物（基本財産） 2,644,626,628 1,603,590,615 1,041,036,013

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

・設備資金借入金(一年以内返済予定額を含む)  　　　　　　  17,716,000円

(3) 担保提供先　株式会社北洋銀行　　地域サポートセンターみなみ新築工事資金

・土地（基本財産）　＜所在＞北広島市南町4丁目　＜地番＞1番1　＜地積＞2,449㎡31　　　　　　　　　　　29,534,000円

・建物（基本財産）　＜所在＞北広島市南町4丁目1番地1　＜家屋番号＞1番1

　　　　　　　　　　　　＜種別＞養護所　＜床面積＞1階637㎡12　2階649㎡85　　　　　　　　　　　　　　　　　　336,571,013円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　366,105,013円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

・設備資金借入金(一年以内返済予定額を含む)  　　　　　　  77,280,000円

(2) 担保提供先　独立行政法人福祉医療機構　　デイホームかたる開設施設整備資金　
・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市白樺町一丁目　<地番>8番2　<地積>1203.30㎡　　　　　　　　　　 　 　　　11,933,500円　　

・土地(運用財産)   <所在> 北広島市白樺町一丁目　<地番>8番1　<地積>1215.99㎡ 持分6953分の1203  　 　2,088,000円

・土地(運用財産)   <所在> 北広島市白樺町一丁目　<地番>8番11 <地積> 279.56㎡ 持分6953分の1203　　   　478,500円

・建物(基本財産)   <所在> 北広島市白樺町一丁目8番地2　<家屋番号>　8番2　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　 <種別> ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ・集会所　<床面積>1階38.50㎡　2階629.30㎡　3階420.85㎡　 　 78,107,049円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                  　　 　　  　　 　　　　合計　 　 92,607,049円

担保に供されている資産は以下のとおりである。

(1) 担保提供先　独立行政法人福祉医療機構　　身障施設耐震化等施設整備資金　
・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市富ヶ岡　　<地番>　509番31　<地積>　26272㎡　　　　　　　   　   　177,336,000円　　

・建物(基本財産)   <所在> 北広島市富ヶ岡509番地31　<家屋番号>　509番31　<種別> 養護所　　　　　　　

　　　　　　　　    　 <床面積>1階4204.52㎡　2階2667.53㎡　地下1階390.94㎡　焼却炉8.66㎡　      　　277,426,950円

・建物(基本財産)   <所在> 北広島市富ヶ岡509番地31　<家屋番号>　509番31の6　　　　　

　　　　　　　　　        <種別> 老人ホーム　　  <床面積>1階1393.77㎡　2階1694.50㎡　 　　　　　　　　　　348,931,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　　 　　     　　合計　　803,693,950円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

該当なし



10.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

11.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

12.　関連当事者との取引の内容

13.　重要な偶発債務

14.　重要な後発事象

15.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

該当なし

該当なし

徴収不能引当金 0 0 0
合計 284,220,775 0 284,220,775

該当なし

未収金 31,644,650 0 31,644,650
未収補助金 0 0 0
未収収益 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 252,576,125 0 252,576,125



別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

7.　担保に供している資産

該当なし

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 0 0 0 0

土地 0 0 0 0
建物 0 0 0 0

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会　…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)法人本部拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（法人本部拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
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8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

合計 700,000 0 700,000

該当なし

該当なし

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 700,000 0 700,000
未収補助金 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 0 0 0

ソフトウェア 486,000 32,400 453,600
合計 46,866,087 44,149,139 2,716,948

車輌運搬具 10,050,825 10,050,822 3
器具及び備品 9,616,062 9,262,730 353,332

建物 24,052,200 22,142,191 1,910,009
機械及び装置 2,661,000 2,660,996 4

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 192,747,398 0 45,300,901 147,446,497

土地 48,594,791 0 0 48,594,791
建物 144,152,607 0 45,300,901 98,851,706

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　生活介護
　イ　自立訓練
　ウ　施設入所支援
　エ　短期入所

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島リハビリセンター更生部拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（北広島リハビリセンター更生部拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度
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7.　担保に供している資産

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 32,737,295 0 32,737,295

該当なし

該当なし

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 1,095,538 0 1,095,538
未収補助金 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 31,641,757 0 31,641,757

無形リース資産 839,618 503,766 335,852
合計 628,498,981 525,531,937 102,967,044

ソフトウェア 1,590,801 1,590,801 0
有形リース資産 2,543,470 1,526,079 1,017,391

機械及び装置 4,413,200 4,413,194 6
器具及び備品 42,293,435 41,483,543 809,892

建物　(基本財産) 570,683,307 471,831,601 98,851,706
建物 6,135,150 4,182,953 1,952,197

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　　 　     　　合計　　147,446,497円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

・設備資金借入金(一年以内返済予定額を含む)  　　　　　　  28,675,200円

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市富ヶ岡　　<地番>　509番31　<地積>　26272㎡                         48,417,007円　　

・建物(基本財産)   <所在> 北広島市富ヶ岡509番地31　<家屋番号>　509番31　<種別> 養護所　　　　　　　

　　　　　　　　    　 <床面積>1階4204.52㎡　2階2667.53㎡　地下1階390.94㎡　焼却炉8.66㎡　      　   98,851,706円
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

合計 258,944,070 0 21,140,186 237,803,884

該当なし

建物 199,715,428 0 21,140,186 178,575,242
定期預金 0 0 0 0

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 59,228,642 0 0 59,228,642

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　生活介護
　イ　施設入所支援
　ウ　短期入所
　

（単位：円）

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島リハビリセンター療護部拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（北広島リハビリセンター療護部拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
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7.　担保に供している資産

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 66,207,325 0 66,207,325

該当なし

該当なし

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 743,049 0 743,049
未収補助金 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 65,464,276 0 65,464,276

無形リース資産 1,628,961 977,373 651,588
合計 836,051,489 648,270,142 187,781,347

ソフトウェア 4,365,858 4,365,858 0
有形リース資産 4,935,566 2,961,336 1,974,230

車輌運搬具 36,563,068 36,563,057 11
器具及び備品 72,716,286 70,424,444 2,291,842

構築物 1,438,500 1,006,950 431,550
機械及び装置 21,252,132 20,792,821 459,311

建物（基本財産） 678,548,768 499,973,526 178,575,242
建物 14,602,350 11,204,777 3,397,573

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

・設備資金借入金(一年以内返済予定額を含む)  　　　　　　  48,604,800円

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市富ヶ岡　　<地番>　509番31　<地積>　26272㎡　　　　　　　　　　　　　59,011,955円　　

・建物(基本財産)   <所在> 北広島市富ヶ岡509番地31　<家屋番号>　509番31　<種別> 養護所　　　　　　　

　　　　　　　　　 <床面積>1階4204.52㎡　2階2667.53㎡　地下1階390.94㎡　焼却炉8.66㎡　　　　　　　　 178,575,242円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　 237,587,197円
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 0 0 0 0

土地 0 0 0 0
建物 0 0 0 0

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　　「地域移行支援」
　イ　　「計画相談支援」
　ウ　　「障害児支援利用援助」
　エ　　「市町村地域生活支援」
　

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)障がい者生活支援センターみらい拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（障がい者生活支援センターみらい拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度
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7.　担保に供している資産

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 1,979,793 0 1,979,793

該当なし

該当なし

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 0 0 0
未収補助金 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 1,979,793 0 1,979,793

無形リース資産 2,398,324 2,398,324 0
合計 4,509,204 4,509,201 3

器具及び備品 569,100 569,098 2
有形リース資産 1,541,780 1,541,779 1

該当なし

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

定期預金 0 0 0 0
0 5,736,237 226,985,108

該当なし

計算書類に対する注記　（障がい福祉サービス事業所みなみ拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業

・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

(1)障がい福祉サービス事業所みなみ拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　生活介護
　イ　自立訓練

0 18,311,080

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。

・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。

建物 214,410,265 0 5,736,237 208,674,028
土地 18,311,080 0

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　ウ　市町村地域生活支援

合計 232,721,345
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7.　担保に供している資産

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

車両運搬具 1,100,000 382,708 717,292

建物 259,200 28,036 231,164
建物　(基本財産) 220,624,520

担保に供されている資産は以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

・土地（基本財産）　＜所在＞北広島市南町4丁目　＜地番＞1番1　＜地積＞2,449㎡31　　　　　　　　　　　18,311,080円

・建物（基本財産）　＜所在＞北広島市南町4丁目1番地1　＜家屋番号＞1番1

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

11,950,492 208,674,028

0

機械及び装置 9,077,400 3,124,157 5,953,243

器具及び備品 7,989,312 2,827,311 5,162,001

　　　　　　　　　　　　＜種別＞養護所　＜床面積＞1階637㎡12　2階649㎡85　　　　　　　　　　　　　　　　　　208,674,028円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　226,985,108円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

・設備資金借入金(一年以内返済予定額を含む)  　　　　　　  114,710,400円

0 0
未収収益

該当なし

該当なし

徴収不能引当金 0
合計 14,605,351

合計 239,050,432 18,312,704 220,737,728

未収金 178,915 0 178,915
事業未収金 14,426,436 0 14,426,436

0 0 0
未収補助金 0 0 0

14,605,351

該当なし
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

合計 112,607,102 0 2,775,598 109,831,504

該当なし

建物 103,746,902 0 2,775,598 100,971,304
定期預金 0 0 0 0

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 8,860,200 0 0 8,860,200

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　児童発達支援
　イ　放課後等デイ
　ウ　地域交流事業

（単位：円）

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)障がい児通所支援事業所みなみ拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（障がい児通所支援事業所みなみ拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
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7.　担保に供している資産

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

該当なし

該当なし

徴収不能引当金 0 0 0
合計 5,106,276 0 5,106,276

未収補助金 0 0 0
未収収益 0 0 0

事業未収金 3,328,938 0 3,328,938
未収金 1,777,338 0 1,777,338

合計 112,913,630 7,391,821 105,521,809

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

器具及び備品 2,745,220 877,166 1,868,054
ソフトウェア 1,341,792 559,079 782,713

建物　(基本財産) 106,753,800 5,782,496 100,971,304
車輌運搬具 2,072,818 173,080 1,899,738

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

・設備資金借入金(一年以内返済予定額を含む)  　　　　　　   52,803,200円

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地（基本財産）　＜所在＞北広島市南町4丁目　＜地番＞1番1　＜地積＞2,449㎡31　　　　　　　　　　　　8,860,200円

・建物（基本財産）　＜所在＞北広島市南町4丁目1番地1　＜家屋番号＞1番1

　　　　　　　　　　　　＜種別＞養護所　＜床面積＞1階637㎡12　2階649㎡85　　　　　　　　　　　　　　　　　　100,971,304円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　109,831,504円
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

合計 30,028,560 0 740,159 29,288,401

該当なし

建物 27,665,840 0 740,159 26,925,681
定期預金 0 0 0 0

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 2,362,720 0 0 2,362,720

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　地域移行支援
　イ　地域定着支援
　ウ　計画相談支援
　エ  障害児支援利用援助

（単位：円）

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)障がい相談支援事業所みなみ拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

  オ　継続障害児利用援助

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（障がい相談支援事業所みなみ拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
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7.　担保に供している資産

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 3,036,050 0 3,036,050

該当なし

該当なし

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 0 0 0
未収補助金 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 3,036,050 0 3,036,050

建物　(基本財産) 28,467,680 1,541,999 26,925,681
合計 28,467,680 1,541,999 26,925,681

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

・設備資金借入金(一年以内返済予定額を含む)  　　　　　　  　14,566,400円

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地（基本財産）　＜所在＞北広島市南町4丁目　＜地番＞1番1　＜地積＞2,449㎡31　　　　　　　　　　　　2,362,720円

・建物（基本財産）　＜所在＞北広島市南町4丁目1番地1　＜家屋番号＞1番1

　　　　　　　　　　　　＜種別＞養護所　＜床面積＞1階637㎡12　2階649㎡85　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26,925,681円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　　29,288,401円
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 344,422,143 0 23,900,368 320,521,775

土地 31,302,731 0 0 31,302,731
建物 313,119,412 0 23,900,368 289,219,044

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　介護老人福祉施設
　イ　短期入所生活介護
　

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島リハビリセンター特養部四恩園拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記（北広島リハビリセンター特養部四恩園拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　　　　　　　　　　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度
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7.　担保に供している資産

円
円

合計 円

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

該当なし

徴収不能引当金 0 0 0
合計 44,666,861 0 44,666,861

未収補助金 0 0 0
未収収益 0 0 0

事業未収金 34,438,513 0 34,438,513
未収金 10,228,348 0 10,228,348

合計 741,066,530 447,519,239 293,547,291

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

有形リース資産 2,031,400 1,398,258 633,142
無形リース資産 1,540,943 1,221,353 319,590

車輌運搬具 8,546,344 8,546,341 3
器具及び備品 30,867,341 28,528,931 2,338,410

構築物 2,879,809 2,739,363 140,446
機械及び装置 5,473,050 4,610,579 862,471

建物（基本財産） 689,427,643 400,208,599 289,219,044
建物 300,000 265,815 34,185

                          <種別> 老人ホーム　　  <床面積>1階1393.77㎡　2階1694.50㎡
320,521,775

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市富ヶ岡　　<地番>　509番31　<地積>　26272㎡　　　　　    　31,302,731円　　31,302,731
・建物(基本財産)   <所在> 北広島市富ヶ岡509番地31　<家屋番号>　509番31の6　　　　　289,219,044
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 63,558,073 0 3,307,885 60,250,188

土地 17,256,340 0 0 17,256,340
建物 46,301,733 0 3,307,885 42,993,848

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島デイサービスセンター四恩園拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記  （北広島デイサービスセンター四恩園拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
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7.　担保に供している資産

円
円

合計 円

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

該当なし

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

該当なし

徴収不能引当金 0 0 0
合計 17,448,469 0 17,448,469

未収補助金 0 0 0
未収収益 0 0 0

事業未収金 13,848,469 0 13,848,469
未収金 3,600,000 0 3,600,000

合計 122,063,597 78,929,282 43,134,315

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

有形リース資産 233,247 233,246 1
無形リース資産 385,825 385,825 0

車輌運搬具 8,094,500 8,094,499 1
器具及び備品 11,795,057 11,795,037 20

建物（基本財産） 100,150,509 57,156,661 42,993,848
構築物 1,404,459 1,264,014 140,445

　　　　　　　　　　　　<種別> 老人ホーム　 <床面積>1階1393.77㎡　2階1694.50㎡
60,250,188

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市富ヶ岡　　<地番>　509番31　<地積>　26272㎡　　 17,256,340
・建物(基本財産)   <所在> 北広島市富ヶ岡509番地31　<家屋番号>　509番31の6　　　　　　　　42,993,848
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

7.　担保に供している資産

該当なし

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 10,315,000 0 314,999 10,000,001

土地 10,000,000 0 0 10,000,000
建物 315,000 0 314,999 1

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)デイホームさとみ拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記    （デイホームさとみ拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
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8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

該当なし

徴収不能引当金 0 0 0
合計 3,392,468 0 3,392,468

未収補助金 0 0 0
未収収益 0 0 0

事業未収金 3,392,468 0 3,392,468
未収金 0 0 0

合計 6,710,983 6,541,688 169,295

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

有形リース資産 71,768 47,940 23,828
無形リース資産 118,715 79,300 39,415

構築物 892,500 803,250 89,250
器具及び備品 168,000 151,200 16,800

建物（基本財産） 3,150,000 3,149,999 1
建物 2,310,000 2,309,999 1

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 92,475,435 0 2,434,886 90,040,549

土地 11,933,500 0 0 11,933,500
建物 80,541,935 0 2,434,886 78,107,049

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　通所介護
　イ　地域交流事業
　

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)デイホームかたる拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（デイホームかたる拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度
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7.　担保に供している資産

円
円
円
円

円

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 10,549,726 0 10,549,726

該当なし

該当なし

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 896,876 0 896,876
未収補助金 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 9,652,850 0 9,652,850

無形リース資産 237,431 237,431 0
合計 101,785,697 21,686,008 80,099,689

器具及び備品 2,515,300 1,991,472 523,828
有形リース資産 143,536 143,535 1

建物 2,845,500 1,400,315 1,445,185
車輌運搬具 2,394,430 2,370,804 23,626

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物（基本財産） 93,649,500 15,542,451 78,107,049

合計 92,607,049

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

・設備資金借入金(一年以内返済予定額を含む)  　　　　　　  27，604，000円

・土地(運用財産)   <所在> 北広島市白樺町一丁目　<地番>8番11 <地積> 279.56㎡ 持分6953分の1203478,500
・建物(基本財産)   <所在> 北広島市白樺町一丁目8番地2　<家屋番号>　8番2　　　　　　　 78,107,049
　　　　     　　　　　 <種別> ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ・集会所　<床面積>1階38.50㎡　2階629.30㎡　3階420.85㎡　　   　 82，976，821円

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市白樺町一丁目　<地番>8番2　<地積>1203.30㎡ 11,933,500
・土地(運用財産)   <所在> 北広島市白樺町一丁目　<地番>8番1　<地積>1215.99㎡ 持分6953分の12032,088,000
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 11,282,515 0 270,270 11,012,245

土地 4,008,319 0 0 4,008,319
建物 7,274,196 0 270,270 7,003,926

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　訪問介護
　イ　居宅介護
　ウ　重度訪問介護
　エ　市町村地域生活支援
　

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島ホームヘルプサービスステーション四恩園拠点区分計算書類

(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（北広島ホームヘルプサービスステーション四恩園拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度
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7.　担保に供している資産

円
円

円

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

合計 18,321,638 0 18,321,638

該当なし

該当なし

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 6,498,539 0 6,498,539
未収補助金 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 11,823,099 0 11,823,099

無形リース資産 385,824 385,824 0
合計 35,711,444 8,973,548 26,737,896

ソフトウェア 241,500 241,500 0
有形リース資産 1,706,047 1,116,926 589,121

構築物 702,229 632,007 70,222
器具及び備品 1,221,285 641,752 579,533

建物（基本財産） 11,550,000 4,546,074 7,003,926
建物 19,904,559 1,409,465 18,495,094

　　　　　　　　　　　　<種別> 老人ホーム　　<床面積>1階1393.77㎡　2階1694.50㎡
合計 11,012,245

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市富ヶ岡　　<地番>　509番31　<地積>　26272㎡ 4,008,319
・建物(基本財産)   <所在> 北広島市富ヶ岡509番地31　<家屋番号>　509番31の6　　　　　　　7,003,926
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

7.　担保に供している資産

該当なし

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 0 0 0 0

土地 0 0 0 0
建物 0 0 0 0

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　 当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島複合型サービス四恩園拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（北広島複合型サービス四恩園拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
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8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

該当なし

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

合計 12,798,382 0 12,798,382

該当なし

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 0 0 0
未収補助金 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 12,798,382 0 12,798,382

無形リース資産 1,959,286 1,175,571 783,715
合計 46,838,061 6,570,719 40,267,342

器具及び備品 1,571,025 723,599 847,426
有形リース資産 2,455,614 1,473,366 982,248

建物 40,023,744 2,714,955 37,308,789
車輌運搬具 828,392 483,228 345,164

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

7.　担保に供している資産

該当なし

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 0 0 0 0

土地 0 0 0 0
建物 0 0 0 0

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　 当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島グループホーム四恩園拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（北広島グループホーム四恩園拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
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8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 17,040,758 0 17,040,758

該当なし

該当なし

未収収益 0
徴収不能引当金 0

未収金 2,800,000 2,800,000
未収補助金 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 14,240,758 14,240,758

無形リース資産 1,959,286 1,175,571 783,715
合計 105,585,005 13,281,183 92,303,822

器具及び備品 1,193,325 565,914 627,411
有形リース資産 2,455,614 1,473,366 982,248

建物 92,630,107 6,283,409 86,346,698
車輌運搬具 7,346,673 3,782,923 3,563,750

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（北広島リハビリセンター診療部拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島リハビリセンター診療部拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

土地 13,948,088 0 0 13,948,088
建物 11,899,255 0 11,899,253 2
定期預金 0 0 0 0

合計 25,847,343 0 11,899,253 13,948,090

該当なし
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7.　担保に供している資産

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　  　13,897,061円

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市富ヶ岡　　<地番>　509番31　<地積>　26272㎡　　　　　　　　　　　　　13,897,059円　　

・建物(基本財産)   <所在> 北広島市富ヶ岡509番地31　<家屋番号>　509番31　<種別> 養護所　　　　　　　

　　　　　　　　　 <床面積>1階4204.52㎡　2階2667.53㎡　地下1階390.94㎡　焼却炉8.66㎡　　　　　　 　　              2円

器具及び備品 4,160,264 3,448,888 711,376
ソフトウェア 462,000 462,000 0

建物 118,992,553 118,992,551 2
機械及び装置 5,366,000 5,111,329 254,671

合計 128,980,817 128,014,768 966,049

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

未収補助金 0 0 0
未収収益 0 0 0

事業未収金 7,426,127 0 7,426,127
未収金 3,112,375 0 3,112,375

該当なし

該当なし

該当なし

徴収不能引当金 0 0 0
合計 10,538,502 0 10,538,502
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

7.　担保に供している資産

計算書類に対する注記　（北広島居宅介護支援事業所四恩園拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島居宅介護支援事業所四恩園拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　居宅介護支援
　イ　地域交流事業

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 0 0 0 0
建物 0 0 0 0
定期預金 0 0 0 0

合計 0 0 0 0

該当なし
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8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

建物 156,050,537 10,585,424 145,465,113
器具及び備品 724,473 455,605 268,868

該当なし

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

無形リース資産 1,098,116 1,098,116 0
合計 159,483,382 13,454,840 146,028,542

ソフトウェア 210,000 210,000 0
有形リース資産 1,400,256 1,105,695 294,561

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 8,054,600 0 8,054,600

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 13,672 0 13,672
未収補助金 0 0 0

該当なし

合計 8,068,272 0 8,068,272

該当なし

該当なし
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

7.　担保に供している資産

計算書類に対する注記　（北広島訪問看護ステーション四恩園拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法

該当なし

該当なし

・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

0

　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

　 当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
0 0 0 0

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。

(1)北広島訪問看護ステーション四恩園拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

建物 0 0 0 0
土地

定期預金 0 0 0 0
合計 0 0 0

・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度
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8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

合計 4,640,928 0 4,640,928

4,945,999 1,034,551 3,911,448

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
3,616,887

（単位：円）

債権額

0 0
未収補助金 0

103,739 1

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

0

有形リース資産 736,400 441,840 294,560
合計

ソフトウェア 225,750 225,750 0
器具及び備品
建物 3,880,109 263,222

0

103,740

0
未収金 0 0 0
事業未収金 4,640,928 0 4,640,928

該当なし

該当なし

徴収不能引当金 0 0 0
未収収益
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

計算書類に対する注記　（北広島市みなみ高齢者支援センター拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)北広島市みなみ高齢者支援センター拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)は運用指針「5 サービス区分について」(3)により省略している。

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)
　ア　地域包括支援センター
　イ　介護予防事業

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 3,442,589 0 0 3,442,589
建物 10,461,575 0 747,393 9,714,182

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 13,904,164 0 747,393 13,156,771
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7.　担保に供している資産

円
・建物(基本財産)   <所在> 北広島市富ヶ岡509番地31　<家屋番号>　509番31の6　　　　　　　 円

円

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

担保に供されている資産は以下のとおりである。

・土地(基本財産) 　<所在> 北広島市富ヶ岡　　<地番>　509番31　<地積>　26272㎡ 3,442,589
9,714,182

　　　　　　　　　　　  <種別> 老人ホーム　<床面積>1階1393.77㎡　2階1694.50㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計13,156,771

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

ソフトウェア 556,500 556,500 0
合計 23,460,977 13,746,793 9,714,184

建物 22,628,348 12,914,166 9,714,182
器具及び備品 276,129 276,127 2

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 3,209,924 0 3,209,924

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 0 0 0
未収補助金 0 0 0

該当なし

合計 3,209,924 0 3,209,924

該当なし

該当なし
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

7.　担保に供している資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（サービス付き高齢者向け住宅しおん拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

平成２６年度から社会福祉法人新会計基準へ移行し、会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　 当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)サービス付き高齢者向け住宅しおん拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

土地 0 0 0 0
建物 0 0 0 0

該当なし

該当なし

定期預金 0 0 0 0
合計 0 0 0 0
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8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

有形リース資産 2,945,600 1,767,360 1,178,240
合計 201,043,110 15,414,664 185,628,446

建物 197,984,194 13,559,957 184,424,237
器具及び備品 113,316 87,347 25,969

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 9,172,757 0 9,172,757

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 0 0 0
未収補助金 0 0 0

該当なし

合計 9,172,757 0 9,172,757

該当なし

該当なし
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別紙２

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　定額法による。
（３）引当金の計上基準

　　　　している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

7.　担保に供している資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　当該物件のリース期間及び法定耐用年数を勘案した上での耐用年数を設定し、残存価額を零とする

・退職給付引当金…北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職給付算定基準により計上している。
・賞与引当金　　…職員に対して支給する期末手当の内、当該会計年度の負担に属する額を算定し計上

計算書類に対する注記　（介護職員初任者研修事業拠点区分）

・満期保有目的の債権等…償却原価法(定額法)
・上記以外の有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法

・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品(有形固定資産)…定額法
・ソフトウェア(無形固定資産)…定額法
・リース資産

(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３（⑪）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

平成２７年度から社会福祉法人新会計基準による会計処理を行っている。

(１）一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会…退職年金事業
(２）独立行政法人福祉医療機構　…社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　 当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりである。
(1)介護職員初任者研修事業拠点区分計算書類(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３（⑩）)はサービス区分が一つの拠点区分により省略している。

土地 0 0 0 0
建物 0 0 0 0
定期預金 0 0 0 0

合計 0 0 0 0

該当なし

該当なし
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8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

建物 0 0 0
車輌運搬具 0 0 0

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

無形リース資産 0 0 0
合計 0 0 0

器具及び備品 0 0 0
有形リース資産 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 0 0 0

未収収益 0 0 0
徴収不能引当金 0 0 0

未収金 0 0 0
未収補助金 0 0 0

該当なし

合計 0 0 0

該当なし

該当なし
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